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研究の目的とテーマ①

【研究⽬的】
⽟⼭地域における⼟地利⽤実態を，圃場単位ミクロデータと聞き
取り調査により分析することで，
中⼭間地域等直接⽀払制度が条件不利地域における農業⽣産活動
の継続⽀援策として⼗分であるかを検討。

【視点：個々の農業経営の「農地」に着⽬】
農地は，農業に必ず必要な農業の「基盤」であり，農家を中⼼と
した地域の⼈々の共同作業によって維持管理。
しかし，⼈⼝減少や⾼齢化，農業の変化などで，維持管理に困難
が⽣じており，個々の農家や地域社会のみでは解決が難しい。
農地の維持管理は多⾯的機能の発揮に繋がるため，中⼭間地域等
直接⽀払制度が中⼭間地域における農地の維持管理を⽀援。
中⼭間地域等直接⽀払制度が農地の維持管理を⼗分に⽀援できて
いるかを明らかにし，
⽟⼭地域における農地維持管理の課題を⽰す．
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研究の目的とテーマ②

【研究⽬的】
スマート農業における⽟⼭地域を含む各地域の⽔⽥経営の管
理課題を，スマート農業技術を利活⽤する優良経営を対象に
した事例調査から発掘すること

【視点：個々の農業経営の「情報システムの利⽤」に着⽬】
スマート農業技術の発展により，農業経営においてもデータ
や情報に基づく作業の計画や効率的な遂⾏が可能となりつつ
あるが，その導⼊においては経営管理上の課題が少なくない。

スマート農業の根幹はデータ・情報であることから，経営内
外に散在するデータ・情報を管理し，意思決定を⽀援する農
業経営情報システムが重要な技術。

スマート農業が急速に展開している中，優良⽔⽥経営の農業
経営情報システムを⽤いた情報管理の実態を明らかにするこ
とは，（潜在的）導⼊経営へ重要な⽰唆を与える。

紙ベース情報記録
（Y経営）

⽩板での計画共有（H経営）

農業経営情報システム（W経営）

農業経営情報システム
（K経営）
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圃場別ミクロデータを利⽤した
中⼭間地域等直接⽀払制度下における

⼟地利⽤実態の解明
―岩⼿県盛岡市⽟⼭地域における20年間の記録―

東京⼤学農学部 農業・資源経済学専修
⾷料・資源経済学研究室

磯道駿介
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背景
中⼭間地域
• 農業⽣産活動における条件不利地域
• 耕作放棄による多⾯的機能の喪失

中⼭間地域等直接⽀払制度が条件不利地域への
⽀援策としてうまく機能していない可能性

農林⽔産省「中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
の実施状況」各年版より筆者作成．

中⼭間地域等直接⽀払制度の実施
• 平地との⽣産コスト差の補正
• 農業⽣産活動継続の⽀援
• 多⾯的機能の発揮へと繋げる
交付⾯積
• 2014年度：68万7千ha
• 2021年度：59万7千ha

以下，中⼭間地域等直接⽀払制度は直払制度と記します．
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先⾏研究
直払制度の交付⾯積増減に関する研究
•直払制度を利⽤するためには，集落で農業⽣産活動のみならず，
⾮農業⽣産活動やコミュニケーションにおいても活発である必
要がある（津島・桂，2010；横内ら，2003）
•⼩規模な集落協定は廃⽌されやすい（農林⽔産省，2021；⽶
澤・武内，2006）

•これまでは集落，または農家ベースの研究
•圃場単位での，⻑期的な⼟地利⽤状況を確認した研究は少ない
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⽬的

直払制度が条件不利地域における農業⽣産活動の継続⽀援におい
て⼗分な役割を果たせているかを分析する

直払制度下での⼟地利⽤状況を2000年度から20年以上にわたっ
て圃場単位で分析し，それぞれの⼟地を直払制度の対象とするか
を決定する要因を明らかにする
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対象地（⽟⼭地域）

資料）Google Earth Pro （以下，GE）より筆者作成． 8



対象地（⽟⼭地域）
• 北上川の上流域，傾斜地も多い
• 担い⼿の⾼齢化・減少

将来的な多⾯的機能喪失への懸念

2000年度の直払制度の実施
資料）GEより筆者作成．
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データと⽅法
データ
盛岡市提供資料：直払制度に関する準備段階からの約23年分
（1999年半ば〜2022年12⽉まで）の資料

⽅法
•圃場単位ミクロデータの作成
• GISに圃場をポリゴンデータとしてプロット
•聞き取り調査：集落協定（4協定，5名；1名は元参加者）

2000年ごろの制度担当職員（1名）
2019年ごろの制度担当職員（1名）
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旧巻堀・旧渋⺠（北上⼭地） 旧⽟⼭（北上⼭地） 旧渋⺠（丘陵地）

A36A37 A38 A39 A40 A20 A21 A22A23 A35 A24A14A16 A17 A34 A18 A19A33 A15 A10 A11 A12 A13A7 A8A30 A31 A32 A9A5 A26 A27 A28 A6 A29
廃⽌

A1 A25 A2 A3 A4
387 563 788391 1866296225 208 707 773908 495 837 261 1870192 1615 6601025 14682020 769 112 323 944

43980159

45 338 228 93
1427318 775 387 608 791234 195 1790296225 208 707660 908 495 837 261192 1130 3261037 1025 14682019 797 112 323

9273

318 387 608 791234 195296225 208 707 683908 495 837 261 1790192 1057 326 6601025 14682018 797 112 323 1037

318 683 387 608 791234 195 1790296225 208 707660 908 495 837 261192 1057 3261037 1025 14682017 797 112 323
2125

318 387 608 791234 195296225 208 707 471908 495 837 261 1790192 1057 321 6601025 14682016 797 112 323 1037
13

318 471 387 608 791221 195 1790296225 208 707660 908 495 837 261192 1057 3211037 1025 14682015 797 112 323
159156134

12
318 387 449 791221 195296225 208 707 471920 495 837 261 1634192 920 137 321 6601025 13352014 797 112 323 1037

14150

318 457 387 449 791221 195 1634296225 208 707660 920 495 837 261192 920 137 3211037 1025 11842013 797 112 323
3054

318 387 449 791221 195296225 208 707 457920 495 837 261 1634192 891 137 321 6601025 11312012 797 112 323 1037

318 457 387 449 791221 195 1634296225 208 707660 920 495 837 261192 891 137 3211037 1025 1131
123

2011 797 112 323
94

195廃⽌ 廃⽌ 廃⽌ 387 449 791221 195296225 208 707 457920 495 837 261 1634192 891 137 227 6601025 11312010 797 112 323 1037
26579756 10 42 186

125 66
04104124 3821 37 817 1478 20

195234 233 116
238 239

387 184 791221 199400348 208 745 378875 532 837 261 1642192 766 255 245 740918 11512009 979 102 323 1234

195234 233 116 378 387 184 791221 199 1642400348 208 745740 875 532 837 261192 766 255 2451234 918 11512008 979 102 323

195234 233 116 387 184 791221 199400348 208 745 378875 532 837 261 1642192 766 255 245 740918 11512007 979 102 323 1234

195234 233 116 378 387 184 791221 199 1642400348 208 745740 875 532 837 261192 766 255 2451234 918 11512006 979 102 323
62

195廃⽌ 234 233 116 387 184 791199400348 208 745 378875 532 837 261 1642192 704 245 740918 11512005 979 102 323 1234
225 457 175 98120 310 231

15
91 331

48 314 272 1528 479 37 21
243225 234 233 116

107 9 79 645
199400124 106 105297 403 804 662 261 1559220 456128 249 470545 195 129 177 656 2642004 952 134 112 311 1548
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22
243225 234 233 116 199 1559400124 106 105470 297 403 804 662 261286 220 456128 2491548 545 195 129 177 6452003 952 134 112 311

243225 234 233 116 199400124 106 105297 403 804 662 261 1559220 456128 249 470545 195 129 177 645 2862002 952 134 112 311 1548
6

243225 234 233 116 199 1559400124 106 105470 297 398 804 662 261286 220 456128 2491548 545 195 129 177 6452001 952 134 112 311

723
243225 234 233 116 199124 106 105297 804 662 268 1559220 456128 249 470568 195 129 177 645 286

A37 A38 A39 A40
2000 952 134 112 311 1548

A21 A22A23 A35 A24A36A16 A17 A34 A18 A19 A20A15 A10 A11 A12 A13A14 A8A30 A31 A32 A9 A33A26 A27 A28 A6 A29 A7A1 A25 A2 A3 A4 A5

資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
11⽟⼭地域における集落協定の21年間の動向（交付⾯積ベース）



⽟⼭地域の直払制度実施状況20年間の動向
集落協定交付⾯積
• 2000年度：106ha
• 2021年度：177ha

集落協定数
• 2021年度：24協定
• 累計：37協定

特徴
• 2011年度以降，直払制度
の利⽤中⽌が少ない

資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
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直払制度の利⽤を中⽌する圃場
• 圃場の要件⽋格
• 右図では，「⽥」が畦畔を失い，
直払制度の対象外に

• 条件不利性
• 傾斜が急である
• 標⾼が⾼い
• ⽇照条件が悪い
• ⾯積が⼩さい
• 協定内の圃場の分散

• 個⼈の事情
• 宅地化

資料）⽟⼭地域にて2022年11⽉に筆者が撮影．
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圃場の条件不利性（傾斜）

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．

B
A

C

D

B
A

C

D

DBA C

傾斜が⼤きいA-B間の⻘枠の圃場は林地化，傾斜が緩やかな圃場は制度利⽤を継続
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圃場の条件不利性（標⾼）

同地区の2つの圃場はいずれも，それぞれの担い⼿の⾼齢化により耕作を中⽌
→標⾼が⾼く⽔温が低いため平地と⽐較して⽣産性が低く，作業受委託は⾚字化
→担い⼿が⾒つからず，直払制度の利⽤中⽌から3年で耕作放棄に

資料）⽟⼭地域にて2022年11⽉に筆者が撮影．
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圃場の条件不利性（⽇照）

図中の圃場は⼭の北側に位置し，2010年までに直払制度の利⽤を中⽌
現在は林地化され，⼭の⼀部となっている

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．
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圃場の条件不利性（⾯積）

⻘枠の圃場は，現在も制度を利⽤している⻩枠の圃場と⽐較して⾯積が⼩さい
→道路脇の低い⼟地であるなどの条件不利性も有する
→直払制度の利⽤を中⽌した可能性

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．
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圃場の条件不利性（圃場の分散）

A4-1地区は他地区から距離があり，共通する耕作者もいない
→他地区の農家が代わりに農作業を⾏うことが困難
→A4-1地区の圃場の直払制度利⽤中⽌

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．

A4-1地区
1.8ha

A4-2地区
1.0ha

A4-3地区
2.7ha

A4-4地区
6.6ha

1.2km

2.6km
1.4km

0.5km

A4-5地区
2.9ha

1.0km
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直払制度の利⽤を中⽌した圃場の追跡調査

直払制度の利⽤中⽌から6年後の圃場（2011年撮影）
→耕作放棄地となり，植物が⾃⽣している
→現在は圃場で農業⽣産活動を再開した様⼦

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．
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直払制度の利⽤を中⽌した圃場の追跡調査
⻘枠の圃場が2010年に直払制度の
利⽤を中⽌

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．

D

D

B

BA

A

C

C

• 傾斜が緩やかなA-B間の圃場のみ
現在は耕作
• 傾斜が急なC-D間の圃場は林地化
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直払制度の利⽤を中⽌した圃場の追跡調査
2005年に協定廃⽌

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．

10年以上維持管理

2017年に⼭側で植林

2019年にほぼ全ての
圃場で耕作放棄

2021年に道路沿いの
圃場で耕作再開
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直払制度の利⽤を中⽌した圃場（まとめ）
農業⽣産活動における条件不利性を有する圃場が直払制度の利⽤を中⽌
→耕作放棄に繋がる事例を複数確認．直払制度で⽀援できていない地域の存在

直払制度の利⽤を中⽌した圃場においては
• 条件不利な圃場では耕作放棄，または林地化
• 相対的に条件有利な圃場では耕作継続，または再開

農業経営上，⿊字化する圃場では後継者が確保できる可能性

⽟⼭地域ではこれまで，直払制度の利⽤を再開した圃場がない．
後継者は直払制度が利⽤可能なことを知らない可能性もあり，情報周知による
圃場の直払制度利⽤再開を促し，安定した耕作継続を⽀援すべき 22



直払制度の利⽤を継続する要因
• 集落協定の合併
• 協定の中⼼⼈物となるリーダーの確保や，後継者確保の側⾯から必要
• これまでに合併は9回，うち6回は2005年．
• 地区（⾃治体）単位で集落協定の合併が1事例確認．地区内に複数の集落
協定が⽴地する事例は多数．
• 共通の参加者がいる集落協定が合併した事例も複数確認．2022年度にお
いて，複数の協定に参加する農家は10名以上．

→今後，⽟⼭地域において集落協定の広域化が図れる可能性

23

• 他の⽇本型直接⽀払併⽤
• 多⾯的機能⽀払を併⽤する協定，農家が多数
• 農家の農業や多⾯的機能への関⼼が⾼い可能性．交付⾦は不⼗分だが，
農業の持つ多⾯的機能への認識から耕作継続する農家も存在．

→今後，多⾯的機能⽀払との併⽤に関する調査が必要



直払制度の利⽤を継続する要因
• 後継者の確保：直払制度の利⽤を中⽌した農家119名中100名が全ての圃場を
別農家に引き継ぎ
• ⽟⼭地域では，担い⼿・後継者が確保できていた
• 第１期対策から第４期対策にかけて，直払制度の利⽤を中⽌する農家数は
30⼈前後で推移しているが，新規参加者は減少傾向に
→直払制度を利⽤する既存の農家に農地集積が進んでいる可能性

直払制度利⽤中⽌ 第５期初年度
（2020年度）に
直払制度を利⽤

合計第1期 第2期 第3期 第4期

直払制度
利⽤開始

第1期 26 25 10 20 81 162
第2期 0 9 7 8 49 73
第3期 0 0 7 4 30 41
第4期 0 0 0 3 29 32
第5期 0 0 0 0 11 11

合計 26 34 24 35 200 319
資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
註）単位は全て（⼈）．
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直払制度の利⽤を継続する要因
• 圃場の集落協定間の移動
• これまでに3回，4名の農家が実施
• 移動の理由1）協定締結時に，管理
する圃場が隣接する別の集落協定
に分割され，管理する圃場を１つ
の協定にまとめたため
• 移動の理由2）協定内で孤⽴してい
た圃場が，より近接する圃場の参
加する集落協定に移動したため

→直払制度の持つ属⼈的性格（圃場を
管理する農家の都合で参加協定が決定
される）が，圃場の制度利⽤継続に繋
がった可能性

9202010 891 137 660

875
14 21

2009 766 255 740

2006 766 255 740 875

875
3 457

2005 704 740

403
14

2004 128 456 470 297

2001 128 456 470 297 398

2972000 128 456 470
A30 A8 A31 A9 A33 A15

7
125 66

62

15
120

資料）盛岡市提供資料より筆者作成． 25



直払制度の利⽤を開始する要因
• 新規集落協定の締結：地域
の後継者不⾜への不安から
農地集積を図る⽬的

• 近隣に直払制度を利⽤する
圃場があること：右図にお
いて，緑枠，⾚枠，⻩枠の
順に直払制度の利⽤を開始

• 直払制度を利⽤する農家へ
の農地集積：これまで直払
制度を利⽤していなかった
圃場が利⽤を開始

資料）盛岡市提供資料，GEより筆者作成．
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⽟⼭地域における課題
これまでの交付⾯積の維持・増加
• 盛岡市に隣接し，地理的条件
が良い
• リーダーの存在等による集落
協定の存続
• 圃場を管理する後継者の確保
• 農家の農業や多⾯的機能への
意識の⾼さ

今後の課題
• 後継者不⾜：農家の半数以上
が65歳以上．担い⼿の⾼齢化
は丘陵地でより深刻．

資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
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⽟⼭地域における課題
今後の課題
• 直払制度を利⽤する圃場の集
積が進んでいない．
• 2.0ha以上の圃場を管理する農
家は1割未満
• 2割の農家は30a未満の圃場を
管理

直払制度を利⽤していない圃場を管
理している可能性もあるが，協定内
の農地集積を図るべき

0

10

20

30

40

50

60

0.1ha未満 0.1ha以上
0.2a未満

0.2ha以上
0.3ha未満

0.3ha以上
0.5ha未満

0.5ha以上
1.0ha未満

1.0ha以上
2.0ha未満

2.0ha以上
3.0ha未満

3.0ha以上
5.0ha未満

5.0ha以上
10.0ha未満

農
家
数
（
⼈
）

直払制度で管理する⾯積

資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
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⽟⼭地域における課題
今後の課題
• 集落協定の平均交付⾯積が岩
⼿県の半分未満と⼩規模
• 協定の拡⼤は進んでいる

⽟⼭地域では隣接する集落協定もあ
り，今後合併による広域化などが求
められる
→広域化は協定の継続，

後継者の確保に繋がる
資料）盛岡市提供資料より筆者作成．
註）盛岡市は2006年の合併以前の盛岡市域．
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おわりに
直払制度の利⽤を中⽌する要因
• 圃場の要件⽋格，条件不利性，個⼈の事情

直払制度の利⽤を中⽌した圃場の追跡調査
• 耕作の継続，再開，耕作放棄，林地化など様々

直払制度の利⽤を継続する要因
• 集落協定の合併，他の⽇本型直接⽀払の併⽤，後継者の確保，圃場の集落
協定間の移動

直払制度の利⽤を開始する要因
• 新規集落協定の締結，近隣の直払制度を利⽤する圃場の存在，直払制度を
利⽤する農家への農地集積 30



おわりに
⽟⼭地域では，地理的・社会的な条件が作⽤し直払制度が耕作継続を⽀援でき
ている圃場がある⼀⽅，圃場の条件不利性が⼤きく直払制度で営農継続を⽀援
できていない圃場もある
→農業⽣産条件が不利な圃場においては，⾃治体が直払制度の利⽤を継続する
ことを⽀援する必要性
• 集落協定合併の⽀援
• 合併の意思を有する協定が存在．リーダー・後継者の確保に繋がる

• 集落戦略の積極的な活⽤による後継者の確保
• 集落戦略には将来の農地管理の⾒通しが記載．後継者確保，担い⼿への
農地集積に繋げることが可能．

直払制度では耕作の継続が困難な場合
• 多⾯的機能の維持と農地の荒廃を防⽌する観点から，林地化などの圃場の将
来的な維持管理に向けた対策を⽤意 31



おわりに

結論
• 農業の⽣産条件不利性により耕作を中⽌する圃場があり，直払制度で営農
継続を⽀援できていない地域がある

32

⽬的：⽟⼭地域における直払制度下の圃場の⼟地利⽤実態から，直払制度が
条件不利地域における営農継続⽀援策として⼗分な役割を果たしているか

• 直払制度の交付単価と対象農⽤地の再設定の必要性

• 全ての圃場で耕作継続を⽀援することは困難
• 交付⾦の単価は制度実施以降変更されてない．不⼗分と考える農家もいた



引⽤⽂献⼀覧
農林⽔産省「中⼭間地域等直接⽀払交付⾦の実施状況」各年版．
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水田経営における
農業経営情報システムの利用実態

ー複数事例の調査からー

東京大学大学院農学生命科学研究科

農業・資源経済学専攻

農業経営学研究室
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研究の背景

14.8(48%)

20.9(54%)

872.2(84%)

893.1(83%)

6.5(21%)

7.4(19%)

101.5(10%)

108.9(10%)

6.8(22%)

7.3(19%)

54.4(5%)

61.8(6%)

2.7(9%)

2.8(7%)

9.2(1%)

12(1%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法人経営体

団体経営体

個人経営体

農業経営体（総数）

データ未活用 データ取得, 活用 データ取得, 記録, 活用 データ取得, 分析, 活用

図.データを活⽤した農業経営体
出典：農林⽔産省『農林業センサス』の「データを活⽤した農業を⾏っている経営体数」

（2020年版）より。
注1)単位は千経営体。

n 農業経営情報システム(Farm Management Information System)の導⼊状況
• 107.5万の農業経営体のうち約1.2万の経営体が導⼊していると伺われる。
• (株)クボタの「KSAS」： 1.5万の利⽤数(⽇経ビジネス,2021)

• (株)ウォーターセルの「アグリノート」：1万の利⽤数(⽇本経済新聞,2021)

• ⽇本⽔⽥農業経営が利⽤できる農業経営情報システムは，39種（2022年9⽉時
点）

データを取得・分析・活⽤
している経営体はわずか1%

• 「スマート農業実証プロジェクト」(農林⽔
産省) (岩⼿県は計4課題)においても農業経営
情報システムが実証されている。
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目的および調査方法
n 本研究の⽬的は，優良⽔⽥経営の農業経営情報システムを⽤いた情報管理の実態を明らかにすること。
n 複数事例分析。
n 対象：⽇本の⽔⽥農業法⼈の6事例。

Ø 経営条件：1) 法⼈化，2) ICT導⼊，3) ⼤規模⾯積，4) 従業員雇⽤，5) 多品種作付
Ø 農業経営情報システムの未導⼊事例を含み，農業経営情報システムや地理情報システムの有無による情報
管理の役割を検証。

注1)農業経営情報システムおよび社内資料は，各事例より得た。出版物は，雑誌・新聞などの公開情報である。
注2)W事例を除く5事例におけるインタビュー調査は，すべての調査者が参席した形で実施しており⼀⼈別の調査を実施していない。
注3)社内資料は，作業計画書，作業⽇誌，財務資料，休暇表などである。

事例
データ

インタビュー 農業経営情
報システム 社内資料 出版物 参与観察 グループインタ

ビュー調査⼈数 データ量 調査時期

W事例 12名 2,142分 2019年~2022年 2019~2021年
のデータ 50点 − 22⽇ 5回 (366分)

K事例 2名 151分 2021年12⽉ − 15点 5点 − −

H事例 2名 143分 2021年12⽉ 2020~2021年
のデータ 5点 1点 − −

T事例 6名 120分 2021年12⽉ − 32点 1点 − −
Y事例 4名 170分 2021年12⽉ − 24点 − − −
M事例 1名 260分 2022年2⽉, 4⽉ − 12点 − − −
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W事例 K事例 H事例 T事例 Y事例 M事例
所在 福井県⼩浜市 富⼭県⾼岡市 愛知県豊⽥市 福井県あわら市 茨城県桜川市 岩⼿県盛岡市
法⼈形態 株式会社 株式会社 有限会社 株式会社 有限会社 株式会社
法⼈設⽴年度 2015年 2017年 2000年 2008年 2008年 2018年
常勤従事者 11 18 16 6 8 7
常勤役員 3 3 3 2 2 2
従業員 7 13 11 4 4 3
常勤パート等 1 2 2 0 2 2
農作業担当 9 15 10 6 6 6
事務担当 2 2 4 2 2 1
中間管理者 有 有 有 無 無 無
経営⾯積ha 133 137 86 105 92 117
⽔稲ha 123 112 67.2 60 38.3 33.6
直播割合% 59 12 10 0 0 7
⻨⼤⾖そばha 4.1 18.9 17 45 58.3 67.1
⽔稲圃場枚数 230 540 340 200 300 575
集落数 5 25 16 15以上 10以上 8
平均区画a 55 20 20 30 13 15
稲品種 10 6 7 7 3 3

収量(俵)
(コシヒカリ移植) 7.5 8.15 4.8 7.6 9.3 9.0

情報システム アグリノート KSAS 豊作計画 アグリノート 地図太郎 未導⼊
導⼊時期 2017年 2016年 2015年 2019年 2009年 ―
注1)収量は，コシヒカリ移植の値に統⼀した。ただし，M事例はコシヒカリを作付していないため，あきたこまちの収量値を参照した。

調査対象の経営概況(2021年度)

共通点
• 法⼈経営
• 従業員を多数雇⽤
• ⼤規模経営⾯積
• 多圃場が分散した農地
• 複数の稲品種
• 導⼊した全事例は，情報記録
のみならず，情報に基づく⽣
産（作業）管理を実践。
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農業経営情報システムの利用（1）
事例 W事例 K事例 H事例 T事例 Y事例 M事例
システム アグリノート KSAS 豊作計画 アグリノート 地図太郎 未導⼊
導⼊年度 2017年 2016年 2015年 2019年 2008年 ―

導⼊背景
•多圃場筆数の管理と
⽣産管理の煩雑さの
解消

•従事者間の情報共有

•全般的な経営管理の
向上

•多圃場筆数の管理の
向上

•従事者間の情報共有

•明確な⽬的なし
•周辺農家の導⼊・利
⽤の観察が契機

•多圃場筆数による情
報管理の煩雑さの解
消

―

利⽤者

•農作業担当全員
•役員とアルバイトの
作業記録は従業員が
代理⼊⼒

•事務員

•農作業担当全員
•事務員 •農作業担当全員

•農作業担当全員
•事務員
•アルバイトの作業記
録は従業員が代理⼊
⼒

•経営者, 農場⻑(元経
営者)

•事務員
―

利⽤機器 •スマートフォン
•タブレット/PC

•スマートフォン
• PC

•スマートフォン
• PC

•スマートフォン
•タブレット/PC • PC ―

共有PC × ○ ○ × × ×
農作業記録
単位

⽇単位(⼀部時間単位)
1⽇作業後

⽇単位
1⽇作業後 時間単位 ⽇単位

1⽇作業後
冬期に紙媒体情報を
GISに電⼦化

⽇単位
1⽇作業後

n 課題
１）情報共有，２）若⼿従業員の⼈材育成，3）多圃場・複数稲品種による作業間違い，など

n 農業経営情報システムを⽤いた情報管理が，
⼀定の程度で課題を解決し，⽣産管理の効果とその具体的活動に影響を与える。 38



図. 情報システム利⽤の経年変化の実態

農業経営情報システムの利用（2）
システムの利用が多様化され，農作業に関連する情報管理の向上がなされる。

注1)対象事例の実態に基づく結果であり，
利⽤⾼度化の変化が⾒られない場合
や早期に⾒られる場合もあり得る。

注2)導⼊4年⽬以降の結果は，⾼⽔準の
情報管理の事例に基づく。

注3)この結果は，⽔⽥経営の実態に基づ
く結果であり，園芸や畜産経営の場
合，利⽤変化が早まる可能性がある。

２〜３年⽬
農業経営・地理情報システムの
使⽤に慣れること等から，収集
する情報が増加
必要条件：従事者による情報シ
ステムを⽤いた作業記録

４〜６年⽬
利活⽤に応じて，収集する範囲の⾒
直し。
背景：収集情報に基づく結果の分析
例）⾷味重視の品種（直販⽤）のみ
圃場単位で⾷味値を収集
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農業経営情報システムの実践例（1）
■ 農業経営情報システムの情報を用いた紙ベースの「進捗管理表」の作成 （W・H事例）

多圃場枚数において作業遅延を防⽌する進捗管理の必要性
圃場別の⼀定した各種作業の間隔⽇数の確保
⽇々の作業実績の記録

必要とする背景や条件

紙ベースの進捗管理表の新規作成
カレンダー形式
圃場別の粗代かき，代かき，⽥植の進捗が把握可能

利活用

圃場 ⽥植 粗代かき 代かき
A1 4/17 4/5 4/13
A4 4/18 4/5 4/14

…
H32 5/5 4/27 5/1

総作業面積 100.0ha
残余面積 46.4ha

例）春作業の進捗管理表

農業経営情報システムの作業記録を
もとに，進捗管理を更新することで，
情報記録と進捗管理のつながりを構
築。記録徹底化を企図。

氏 名

図. ⽥植・直播作業における記録例 図. 情報システム上の記録例 40



農業経営情報システムの実践例（2）
■ 農業経営情報システム上の作業計画策定と共有（W事例）

•⼝頭作業指⽰から，紙ベースの作業
計画書の作成（2019年春）

•農業経営情報システムから計画の作
成と事前共有と紙ベースの計画書の
作成（2019年秋〜）

利活用

情報共有により，従業員が1）作業の開始日を事前に確認，2）自主的に
効率的な作業順番を考える機会が増加，3）指示待ちの減少。

0

20

40

60

80

100

2019 2020 2021

72%

91%
100%

%

春期間における圃場別作業計画の取得率

•計画に基づいて⾃律的に現場で作業
•計画の実施を，実績として記録

必要とする背景や条件

41



n 圃場管理（全事例）
• 多数の圃場を，⼀定の規則に基づき圃場に番号を付与して管理。
例：「A―1」は，集落Aの圃場1 
• 利点：情報システムの地図と圃場番号を⽤いた作業指⽰と情報共有の
容易性。現場でスマートフォンから圃場情報を確認しながら作業。

• ただし，畔抜・合筆などによって圃場の形が変わる場合もある。

• 圃場番号と実所在位置を正確に結びつけるために，全圃場に番号が⽰され
た看板を設置。
• 利点：圃場分散の下，作業する圃場のミス低減。

必要とする背景や条件：

1. 多圃場枚数を有しており，地域出身外の従事者が作業を担当する経営。
2. 圃場の形の変更や規模拡大に備えた圃場番号の策定方法が必要。

農業経営情報システムの実践例（3）
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農業経営情報システムの実践例（4）
■ 農業経営情報システム上の作業計画策定と共有（W・H事例）

図. 情報システム上の圃場環境情報の記録例

若⼿従業員が主体となる
ワークショップを通じて収
集した情報を情報システム
などへ電⼦化

クラウドへ紙ベース情報を電⼦化（W・H経営）
• 農業経営/地理情報システムに記録できない，紙ベースの情報をクラウドに電⼦化することで，
全員がスマートフォンで共有。

• 例：1）紙のフィールドマップやハザードマップ，2）紙の進捗表，
3）現場写真，4）紙の会議資料など

• 利点：場所と時期に問わず，必要情報へ容易にアクセス可能になり，作業への利活⽤や振り
返りが可能。

必要とする背景や条件：

精度の高い情報記録とその継

続が必要。

経営者の強いリーダーシップ，

従業員からの理解。
43



■ 収量・食味記録に基づく作付計画の策定（W・K・W事例）

•全圃場の収量・⾷味
乾燥機ロット→圃場に按分
スマート農機→⾃動計測

記録

次年度の改善
•圃場に応じた作付
⾷味記録1〜2年⽬：⽔⽥と畑の作付区分
⾷味記録5〜6年⽬：安定的な⾷味結果
⾼⾷味の圃場→ コシヒカリや直販⽶
低⾷味の圃場→ 早稲品種や卸⽶

•多品種の混在化→ 作付別の団地化

情報管理の効果（1）

•規模拡⼤に応じて安定した⾼収
量・⾷味の確保⽬標

必要とする背景や条件

⻑期的な収量・⾷味の記録から，販売チャネル，圃場状況，収量・⾷味，
⽣産性（移動距離等）を総合的に考慮した作付計画の策定。
曖昧な「勘」から，確実な「情報」に基づく意思決定が達成。
「⼤体△△のエリア」→「圃場〇〇」
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■ 収量・食味記録に基づく作付計画の策定

2009年 2021年

漸進的な規模拡⼤の下，
継続的な記録から作付別の団地化を達成

Y経営の例）

情報管理の効果（1）

注1)2009年の作付⾯積は41.6ha，2021年の作付⾯積は149.1haである。 45



■ 草刈り作業時間の削減に向けた情報管理と改善活動（H事例）

•全圃場の作業時間
農業経営情報システムから草
刈りデータ（2ヵ年）抽出

記録

•⽉別の作業時間に集計
•集落別に集計
全作業時間中，25%が草刈り
3，4 ， 8⽉除く9ヶ⽉に実施
集落別の差あり

•原因：1）集落別の圃場特性とそ
の状況の⾮共有，2）⼀貫してい
ない草刈り⽅法による⾮効率性の
発⽣

集計・分析

•草刈り⽅法のルール策定
•従業員主導のフィールドマップ作
成，毎年更新

•紙媒体をクラウドに電⼦化

次年度の改善

改善効果：作業能率増加，⽔⼝や
⼊⽔パイプ等の破損回数の減少

情報管理の効果（2）

•畦畔管理の受委託有無
•地区別の異なる圃場特性

必要とする背景や条件
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W事例 K事例 H事例 T事例 Y事例 M事例

会合
総括
年1回（12⽉）
2020年から

全体会議
年3回（1・6・12
⽉）
管理者会議
⽉1回

全体会議
年2回（8・3⽉）
農業⽣産部会議
年3回
（2・7/8・12⽉）

未実施 未実施
⽔稲部⾨の全体
会議を年3回(3⽉, 
6⽉, 11⽉)に実施

■ ⽇常的な情報共有（朝礼・終礼など）では，⼗分に共有されない経営管理について
討議などをする会。
例）記録情報に基づく作業振り返り，情報管理の⾒直しなど。

■ 頻繁な会合を開催することで，従業員が発⾔することになれることが必要。場合に
よっては，従業員のみ会合の開催。

情報共有と会合
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まとめ：農業経営情報システムを用いた情報管理の効果

■ 過去実績から⽇単位の作業量を把握した上で，計画を修正。
■ 圃場番号に基づく，作業指⽰と共有，作業ミスの低減。
■ 計画と進捗の共有から，若⼿従業員も作業指⽰待ちではない⾃主的な⾏動（協調
作業の達成，作業量変動へ柔軟な対応）を実施。

■ 情報の電⼦化（クラウド）から，経営内情報の利便性向上，作業への利活⽤機会
が増加。

■ 持続的な情報収集から，圃場単位の収量・⾷味の傾向を把握，圃場別の作付と作
業管理。

■ 持続的な記録情報に基づく全体的な作業の振り返り（会合など）から，改善活動
へ利活⽤。

■ 情報集計・分析から，⽣産性と改善箇所の把握，改善活動へ利活⽤。
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まとめと今後の課題

■ 農業経営情報システムの導⼊⽬的以上の効果を発揮。
■ 情報システムを⽤いた情報管理をもとに，作業管理（計画，遂⾏，統制）が⾏われ，「情報シス
テムに⼤きく依存した経営管理」と評価。

■ 情報管理の中，「収集」が最も進展されており，「分析」が共通課題。
■ 収集した情報を如何なる⽬的から分析を⾏い，作業管理の改善箇所を発⾒することが重要。
■ そのためには，情報管理と作業管理を⼗分に理解している従事者が，根強く情報を分析すること
が求められる。

■ 全員が「情報」の価値を共有できる環境整備が必要であり，情報に基づく作業管理の構築が重要。

■ 農業経営情報システムが普及するとともに，情報管理を重視する経営も増えると考えられ，本研
究の複数事例の実態把握に基づく研究結果は，農業経営の情報管理活動の構築に寄与する。

■ 今後は，さまざまな農業経営（とくに，⼩規模経営，園芸・畜産経営）を対象にした実態調査か
ら，農業経営情報システムを利活⽤した情報管理の効果を検証することが求められる。
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